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パブリックコメントの概要と特徴
１．概要

２．特徴

• 行政手続法に基づく意見公募手続（パブリックコメント）とは、行政機関が命令等（政令、省令など）を制定するに当たって、事前に命
令等の案を示し、その案について広く国民から意見や情報を募集するもの。

• 広く一般から意見を公募することによって、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、国民の権利利益の保護に資する
ことを目的としている。

• 「命令等」に該当しないものについても、各行政機関の任意により行政手続法の規定に準じたパブリックコメントが実施されている。

• インターネット上に案を提示し、それに対して広く一般の意見（情報を含む）を求める。提出期間は公示の日から30日以上。意見に
ついては、各意見公募案件の担当部局が定める方法（インターネット（メール）、郵送及びファックスが一般的）により受け付ける。

• 提出された意見を十分に考慮しなければならない。
• 提出された意見については、その概要及びこれを考慮した結果を公示することが必要。

• 意見提出ができるのは利害関係者に限られず、国民一般に開かれている。また、提出主体は個人、法人を問わないため、業界
団体やNGOなど、特定の目的、専門性を持つ団体からの意見も得られる。

• 提出される意見数については、案件によってばらつきが大きく、数件や全く意見提出のないものから、過去には十万件を超える
意見が提出された例もある。
（参考）「動物取扱業の適正化について」（平成23年）：意見提出者数：122,384件

「社会保障・税番号大綱」 （平成23年）：意見提出数：153件

• 政府の意思決定過程において、国民の多様な意見・情報・専門的知識を行政機関が把握するとともに、その過程の公正の確保と
透明性の向上を図ることが可能となる。

パブリックコメントとは何か

具体的な調査方法（行政手続法上の規定）

調査方法に関する特徴

調査結果に関する特徴

＊今回のパブリックコメントは、行政手続法に基づくいわゆる「意見公募手続」
ではないが、一般的な意味として、同法に基づく定義等を元に事務局で整理。
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パブリックコメント集計経過①
※内訳の数字は約7,000件を集計した段階のもの

○調査の概要（全体）

・募集期間：7/2（月）～8/12（日）（42日間）
・意見総数：89,124件（8/15集計※）
【提出方法別】
インターネット：59,034件
郵送：9,624件
ファックス：20,466件
※一部郵送分に付き、意見提出者の責によらない理由で締切までに到達しなかったものを追加中。
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※事務局の整理分類による



各シナリオに対する支持

１．原発をどうするか

２．再エネ／省エネについて

３．核燃サイクルについて

３つの重要な選択について

パブリックコメント集計経過②
※内訳の数字は約7,000件を集計した段階のもの
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※事務局の整理分類による
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①原子力安全に不安、事故原因・影響も不明、健康被害もある

②核廃棄物は将来世代に負担を残す

③原子力開発は倫理的に適切ではない

④今脱原発か推進かを決められない、決めるべきでない

⑤安全対策を強化することで、リスクを最少化できる

⑥時間とコストがかかる廃炉を着実に進めることが重要

⑦安全を担う人材と技術が必要である

⑧原子力平和利用国としての責務を果たすべき

⑨国家安全保障のため核関連技術を保有すべき

⑩原発の不良債権化や立地地域への影響を懸念

⑪再生可能エネルギーや新エネ開発こそ急ぐべき

⑫国際エネルギー情勢を注視しいずれにも偏らず多様化を進めるべき

⑬化石燃料の、調達源の多様化、戦略的活用が重要

⑭非化石電源である原子力発電が重要

⑮電力の安定供給のためには原子力発電が必要

⑯温暖化対策にもっと積極的に取り組むべき

⑰温暖化対策は他国の動向を見極めつつ推進すべき

⑱温暖化対策は国外での実施に貢献すべき

⑲温暖化対策は重視する必要ない

⑳温暖化はしていない

㉑新産業や雇用創出の好機である

㉒経済への影響を見極めながら、エネルギーシフトすべき

㉓コストがあがり、経済に影響が出て、雇用が失われる

㉔エネルギー多消費産業の構造転換が必要となる

視点ごとの論点の分類（回答実数）

パブリックコメント集計経過②
※内訳の数字は約7,000件を集計した段階のもの

原子力の安全確保と将来リスクの低減

エネルギー安全保障の強化

地球温暖化問題の解決

コストの抑制、空洞化防止

（件）
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※事務局の整理分類による


